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   三田市非常勤嘱託員の長期勤続退職報酬の支給に関する条例 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、長期にわたり勤続した本市の非常勤嘱託員（地方公務員法（昭

和２５年法律第２６１号）第３条第３項第３号に規定する非常勤の嘱託員で、勤

務時間が１週間当たり２９時間以上である者をいう。以下「職員」という。)の功

労に報いるために支給する長期勤続退職報酬(以下「退職報酬」という。)の取扱

いに関し必要な事項を定めるものとする。 

（退職報酬の支給要件） 

第２条 任命権者は、職員のうち勤続期間が５年以上の者（勤続満２０年以上をも

って本市、国又は他の地方公共団体（これに準ずる団体を含む。）を退職した者、

民間企業を定年等により退職した者、医師、過去に本市から退職報酬を支給され

たことがある者及び任用条件確認書において特別の定めをした者を除く。）が次の

各号に掲げる事由のいずれかにより退職したときは、その者（第２号に掲げる事

由による退職の場合にあっては、その者の遺族）に対し、退職報酬を支給するも

のとする。 

(1) 自己の都合により退職を願い出て、任命権者の承認があったとき。 

(2) 死亡したとき。 

(3) 嘱託期間が満了したとき。 

(4) 制度の改廃又は事業の縮小により廃職又は過員が生じたとき。 

(5) 心身の故障等のため、職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えないとき。 

(6) その他任命権者の承認があったとき。 

（退職報酬の支払） 

第３条 退職報酬は、職員が退職した日の属する月の翌月末までに職員の指定する

金融機関口座に振り込んで支給するものとする。ただし、前条第２号に掲げる事

由により退職した者に対する退職報酬の支給を受けるべき者を確知することがで

きない場合その他特別の事情がある場合は、この限りでない。 

２ 任命権者は、退職報酬の裁定に必要と認めるときは、職員の履歴等の参考資料

の提出を求めることができる。 



（退職報酬の額） 

第４条 退職報酬の額は、退職した日の属する月の基礎報酬月額に別表の左欄に掲

げる勤続期間の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる割合を乗じて得た額と

する。 

（勤続期間の計算） 

第５条 退職報酬の算定の基礎となる勤続期間の計算は、満６０歳に達する日の属

する年度の末日までの期間を限度として、職員として引き続いた在職期間による

ものとする。 

２ 前項の在職期間は、職員となった日の属する月から退職した日の属する月まで

の期間とする。 

３ 職員が第２条各号に掲げる事由のいずれかにより退職した場合において、その

者が退職した日又はその翌日に再び職員となったときは、その者は、前項の規定

による在職期間の算定に当たり、引き続いて在職したものとみなす。ただし、退

職の前後で任命権者が異なる場合及び競争試験を経て再び職員となった場合は、

この限りでない。 

４ 在職期間のうち、任命権者が付与する育児休業、介護休暇若しくは療養休暇の

取得又は欠勤等により、その月の全日数にわたって勤務しなかった期間（以下「欠

務期間」という。）があったときは、当該欠務期間の２分の１に相当する期間を、

前各項の規定により算定した在職期間から除算するものとする。ただし、欠務期

間が公務上の負傷若しくは疾病又は通勤による負傷若しくは疾病による場合は、

この限りでない。 

（遺族の範囲及び順位等） 

第６条 この条例において、「遺族」とは、次に掲げる者をいう。 

(1) 配偶者（届出をしていないが、職員の死亡当時事実上婚姻関係と同様の事情

にあった者を含む。） 

(2) 子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹で職員の死亡当時主としてその収入によ

って生計を維持していたもの 

(3) 前号に掲げる者のほか、職員の死亡当時主としてその収入によって生計を維

持していた親族 

(4) 子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹で第２号に該当しないもの 

２ この条例の規定による退職報酬を受けるべき遺族の順位は、前項各号の順位に



より、同項第２号及び第４号に掲げる者のうちにあっては、当該各号に掲げる順

位による。この場合において、父母については、養父母を先にし実父母を後にし、

祖父母については、養父母の父母を先にし実父母の父母を後にし、父母の養父母

を先にし父母の実父母を後にする。 

３ この条例の規定による退職報酬の支給を受けるべき遺族に同順位の者が２人以

上ある場合には、その人数によって当該退職報酬を等分して当該各遺族に支給す

る。 

４ 前３項の規定にかかわらず、次に掲げる者は、この条例の規定による退職報酬

の支給を受けることができる遺族としない。 

(1) 職員を故意に死亡させた者 

(2) 職員の死亡前に、当該職員の死亡によってこの条例の規定による退職報酬の

支給を受けることができる先順位又は同順位の遺族となるべき者を故意に死亡

させた者 

（退職報酬の支給の制限） 

第７条 任命権者は、退職した職員のうち、在職期間中に次の各号に掲げる事由の

いずれかに該当し、退職報酬を全額支給することが社会通念上適切でないと認め

られる者に対しては、支給する退職報酬を減額し、又は退職報酬を支給しないこ

とができる。 

(1) 勤務実績が良くない場合 

(2) 法令（条例等を含む。）に違反した場合 

(3) 職務上の義務に違反し、又は職務を怠った場合 

(4) 全体の奉仕者たるにふさわしくない非行があった場合 

(5) その他不適切な行為があった場合 

２ 任命権者は、職員が第２条各号に掲げる事由のいずれかにより退職した場合に

おいて、その者が退職した日又はその翌日に再び職員となったときは、その退職

については、退職報酬を支給しないものとする。ただし、退職の前後で任命権者

が異なる場合、競争試験を経て再び職員となった場合及び任用条件確認書におい

て特別の定めをした場合は、この限りでない。 

３ 前２項に定めるもののほか、退職報酬の支給の制限については、兵庫県市町村

職員の一般職の職員の退職手当に関する条例（昭和５６年兵庫県市町村職員退職

手当組合条例第５号。以下「退職手当条例」という。）第１４条の３第２項（第２



号を除く。）、第４項、第５項（第２号を除く。）、第７項及び第１０項、同条例第

１４条の４第１項の規定を準用する。この場合において、退職手当条例第１４条

の３第２項中「退職をした者」とあるのは「退職をした職員」と、「一般の退職手

当等」とあるのは「退職報酬」と、「組合長」とあるのは「任命権者」と、同項第

１号中「基礎在職期間中」とあるのは「在職期間中」と、「懲戒免職等処分機関」

とあるのは「任命権者」と、「組合長」とあるのは「任命権者」と、同条第４項中

「前３項」とあるのは「第２項（第２号を除く。）」と、「一般の退職手当等」とあ

るのは「退職報酬」と、「組合長」とあるのは「任命権者」と、同条第５項中「組

合長」とあるのは「任命権者」と、「第１項又は第２項」とあるのは「第２項（第

２号を除く。）」と、「次の各号」とあるのは「第１号又は第３号」と、「基礎在職

期間中」とあるのは「在職期間中」と、同項第３号中「基礎在職期間中」とある

のは「在職期間中」と、同条第７項中「前２項」とあるのは「第５項（第２号を

除く。）」と、「組合長」とあるのは「任命権者」と、「一般の退職手当等」とある

のは「退職報酬」と、同条第１０項中「前条第２項及び第３項」とあるのは「退

職手当条例第１４条の２第２項及び第３項」と、「準用する。」とあるのは「準用

する。この場合において、退職手当条例第１４条の２第２項中「組合長」とある

のは「任命権者」と、「前項」とあるのは「退職手当条例第１４条の３第２項（第

２号を除く。）及び第５項（第２号を除く。）」と、同条第３項中「組合長」とある

のは「任命権者」と読み替えるものとする。」と、第１４条の４第１項中「退職を

した者」とあるのは「退職をした職員」と、「一般の退職手当等」とあるのは「退

職報酬」と、「組合長」とあるのは「任命権者」と、同項第１号中「基礎在職期間

中」とあるのは「在職期間中」と、同項第３号中「懲戒免職等処分機関」とある

のは「任命権者」と読み替えるものとする。 

（権利の譲渡禁止） 

第８条 退職報酬を受ける権利は、譲渡し、又は担保に供することができない。 

２ 前項の規定に違反したときは、任命権者は、その者に対する退職報酬の支給を

差し止めることができる。 

（退職報酬の返納） 

第９条 任命権者は、第２条各号に掲げる事由のいずれかにより退職した職員に対

し退職報酬を支給した後において、その者が在職期間中の行為に係る刑事事件に

関し禁錮以上の刑に処せられたときは、当該退職報酬の額に相当する額の全額を



返納させることができる。 

（委任） 

第１０条 この条例に定めるもののほか、退職報酬の支給について必要な事項は、

任命権者が別に定める。 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２９年３月３１日から施行する。 

（平成９年３月３１日からこの条例の施行の日の前日までの間に退職した者に対

して支給された金員の取扱い） 

２ 平成９年３月３１日から平成２９年３月３０日までの間に職員が退職したこと

によりその者に支給されたその退職に係る金員は、この条例の規定により支給さ

れた退職報酬とみなす。この場合において、別表は、次の各号に掲げる職員が退

職した期間の区分に応じ、当該各号の表のとおり読み替えるものとする。 

 (1) 平成９年３月３１日から平成１４年３月２９日まで 

勤続期間 割合 

５年以上６年未満 １．００ 

６年以上７年未満 １．２０ 

７年以上８年未満 １．４０ 

８年以上９年未満 １．６０ 

９年以上１０年未満 １．８０ 

１０年以上１１年未満 ２．００ 

１１年以上１２年未満 ２．３０ 

１２年以上１３年未満 ２．６０ 

１３年以上１４年未満 ２．９０ 

１４年以上１５年未満 ３．２０ 

１５年以上１６年未満 ３．５０ 

１６年以上１７年未満 ３．８０ 

１７年以上１８年未満 ４．１０ 

１８年以上１９年未満 ４．４０ 

１９年以上２０年未満 ４．７０ 



２０年以上２１年未満 ５．００ 

２１年以上２２年未満 ５．２０ 

２２年以上２３年未満 ５．４０ 

２３年以上２４年未満 ５．６０ 

２４年以上２５年未満 ５．８０ 

２５年以上 ６．００ 

 (2) 平成１４年３月３０日から平成１７年３月２９日まで 

勤続期間 割合 

５年以上６年未満 １．００ 

６年以上７年未満 １．２０ 

７年以上８年未満 １．４０ 

８年以上９年未満 １．６０ 

９年以上１０年未満 １．８０ 

１０年以上１１年未満 ２．００ 

１１年以上１２年未満 ２．３７ 

１２年以上１３年未満 ２．７４ 

１３年以上１４年未満 ３．１１ 

１４年以上１５年未満 ３．４８ 

１５年以上１６年未満 ３．８５ 

１６年以上１７年未満 ４．２２ 

１７年以上１８年未満 ４．５９ 

１８年以上１９年未満 ４．９６ 

１９年以上２０年未満 ５．３３ 

２０年以上２１年未満 ５．７０ 

２１年以上２２年未満 ６．００ 

２２年以上２３年未満 ６．３０ 

２３年以上２４年未満 ６．６０ 

２４年以上２５年未満 ６．９０ 

２５年以上 ７．２０ 

 (3) 平成１７年３月３０日から平成２０年３月３０日まで 



勤続期間 割合 

５年以上６年未満 １．００ 

６年以上７年未満 １．２０ 

７年以上８年未満 １．４０ 

８年以上９年未満 １．６０ 

９年以上１０年未満 １．８０ 

１０年以上１１年未満 ２．００ 

１１年以上１２年未満 ２．４５ 

１２年以上１３年未満 ２．９０ 

１３年以上１４年未満 ３．３５ 

１４年以上１５年未満 ３．８０ 

１５年以上１６年未満 ４．２５ 

１６年以上１７年未満 ４．７０ 

１７年以上１８年未満 ５．１５ 

１８年以上１９年未満 ５．６０ 

１９年以上２０年未満 ６．０５ 

２０年以上２１年未満 ６．５０ 

２１年以上２２年未満 ６．８０ 

２２年以上２３年未満 ７．１０ 

２３年以上２４年未満 ７．４０ 

２４年以上２５年未満 ７．７０ 

２５年以上 ８．００ 

 (4) 平成２０年３月３１日から平成２３年３月３０日まで 

勤続期間 割合 

５年以上６年未満 １．００ 

６年以上７年未満 １．３２ 

７年以上８年未満 １．６４ 

８年以上９年未満 １．９６ 

９年以上１０年未満 ２．２８ 

１０年以上１１年未満 ２．６０ 



１１年以上１２年未満 ３．０５ 

１２年以上１３年未満 ３．５０ 

１３年以上１４年未満 ３．９５ 

１４年以上１５年未満 ４．４０ 

１５年以上１６年未満 ４．８５ 

１６年以上１７年未満 ５．３０ 

１７年以上１８年未満 ５．７５ 

１８年以上１９年未満 ６．２０ 

１９年以上２０年未満 ６．６５ 

２０年以上２１年未満 ７．１０ 

２１年以上２２年未満 ７．４０ 

２２年以上２３年未満 ７．７０ 

２３年以上２４年未満 ８．００ 

２４年以上２５年未満 ８．３０ 

２５年以上 ８．６０ 

(5) 平成２３年３月３１日から平成２６年３月３０日まで 

勤続期間 割合 

５年以上６年未満 １．００ 

６年以上７年未満 １．４０ 

７年以上８年未満 １．８０ 

８年以上９年未満 ２．２０ 

９年以上１０年未満 ２．６０ 

１０年以上１１年未満 ３．００ 

１１年以上１２年未満 ３．４０ 

１２年以上１３年未満 ３．８０ 

１３年以上１４年未満 ４．２０ 

１４年以上１５年未満 ４．６０ 

１５年以上１６年未満 ５．００ 

１６年以上１７年未満 ５．４５ 

１７年以上１８年未満 ５．９０ 



１８年以上１９年未満 ６．３５ 

１９年以上２０年未満 ６．８０ 

２０年以上２１年未満 ７．２５ 

２１年以上２２年未満 ７．７０ 

２２年以上２３年未満 ８．１５ 

２３年以上２４年未満 ８．６０ 

２４年以上２５年未満 ９．０５ 

２５年以上 ９．５０ 

別表（第４条関係） 

勤続期間 割合 

５年以上６年未満 １．００ 

６年以上７年未満 １．４５ 

７年以上８年未満 １．９０ 

８年以上９年未満 ２．３５ 

９年以上１０年未満 ２．８０ 

１０年以上１１年未満 ３．２５ 

１１年以上１２年未満 ３．７０ 

１２年以上１３年未満 ４．１５ 

１３年以上１４年未満 ４．６０ 

１４年以上１５年未満 ５．０５ 

１５年以上１６年未満 ５．５０ 

１６年以上１７年未満 ５．９５ 

１７年以上１８年未満 ６．４０ 

１８年以上１９年未満 ６．８５ 

１９年以上２０年未満 ７．３０ 

２０年以上２１年未満 ７．７５ 

２１年以上２２年未満 ８．２０ 

２２年以上２３年未満 ８．６５ 

２３年以上２４年未満 ９．１０ 

２４年以上２５年未満 ９．５５ 



２５年以上 １０．００

 


